






国内セメント需要、当社のセメント販売状況についてです。

２０２２年度の国内セメント需要は、

都市部の再開発工事等により民需は増加したものの、

公共事業関係費予算の減額や人手不足等の影響により

官公需は減少したことから、前期を１.６％下回る３，７２８万ｔと

なりました。

２０２３年度は３，８００万ｔと想定いたしました。

当社の国内販売数量は２０２２年度８１５万ｔと

対前年２.４％減となりました。

２０２３年度は８２７万ｔを見込んでいます。



２０２２年度の決算は、売上高はセメント関連事業、

高機能品事業ともに増収となりました。

損益は、セメント事業において値上げに取り組んだものの、

石炭・石油価格の高騰や為替の円安による市況等の影響が上回り

対前年１７１億６千万円悪化したことで、

営業損益は８５億６千万円の赤字となり

対前年１５４億３千万円の大幅な減益となりました。

営業外損益は、受取配当金の減少、為替差損等で２３億悪化。

特別損益は、政策保有株式の売却を進めたこと等により２６億円好転。

当期純損益は、繰延税金資産の取崩しがあったことなどから

５７億２千万円の赤字となりました。

期末配当は１株当たり６０円で株主総会に提案させていただく予定で

あり、中間配当６０円と合わせて年間１２０円となります。



２０２２年度のセメント営業損益は１９５億円の赤字となり、

対前年１７２億円の悪化となりました。

販売価格の値上げにより８８億円の改善があったものの、

石炭・石油価格で１６２億円悪化、

電力・原材料価格で３８億円悪化、

為替の影響で５８億円悪化したことが主な要因となります。



セメント以外のセメント関連事業では、

鉱産品は、海外および国内鉄鋼向け石灰石が増収となったこと

などから増収増益。

建材は、地盤改良工事の増加などから増収となったものの

コンクリート二次製品の販売数量減少および原材料コストの増加

などにより減益となりました。

高機能品事業においては、

光電子は、LN変調器の販売数量が減少したことなどから減収となり、

損益は営業損失となりました。

新材料は、半導体製造装置部品であるESC（静電チャック）の

販売数量が増加したことなどから増収増益となりました。



２０２３年度決算見通しは、

売上高は、セメント販売価格の値上げによる増収、

新材料事業の増販による売上増を見込んでいます。

営業損益は、

セメント値上げ効果などにより対前年１４６億６千万円改善し、

６１億円の黒字化を見込んでおります。

親会社株主に帰属する当期純利益は、

６０億円と対前年１１７億２千万円の改善予想となります。

配当については、

2023-25年度中期経営計画の株主還元方針に基づき、

安定配当継続をベースに総還元性向を３ヵ年平均で50％以上を

目指すことを踏まえ、１株当たり年間配当は１２０円を据え置く予定

としております。



２０２３年度のセメント営業損益は、値上げ効果により１９０億円

の改善を見込んでおりますが、電力・原材料価格、固定費などの

悪化要因で４１億円あり、前年１９５億の赤字からは１４９億円

改善するものの▲４７億円の赤字を見込んでおります。



２０２３年度のセメント以外のセメント関連事業では、

鉱産品は、輸出石灰石の販売増加や値上げにより増収増益、

建材はコストアップに対応した値上げ効果による増収増益を

見込んでいます。

高機能品事業では、光電子・新材料とも増収も若干減益を見込んで

います。




















